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1.  平成23年6月期の業績（平成22年7月1日～平成23年6月30日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年6月期 9,280 △14.1 △99 ― △119 ― △206 ―
22年6月期 10,801 7.9 305 339.6 283 ― 42 ―

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利益
率

総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年6月期 △26.95 ― △5.4 △1.5 △1.1
22年6月期 5.49 ― 1.1 3.4 2.8
（参考） 持分法投資損益 23年6月期  ―百万円 22年6月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年6月期 7,437 3,673 49.4 479.69
22年6月期 8,563 3,900 45.5 509.32
（参考） 自己資本  23年6月期  3,673百万円 22年6月期  3,900百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年6月期 △1,173 △107 △144 835
22年6月期 832 △159 △227 2,260

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計） 配当性向

純資産配当
率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年6月期 ― ― ― 6.00 6.00 45 109.4 1.2
23年6月期 ― ― ― 5.00 5.00 38 ― 1.0
24年6月期(予想) ― ― ― 6.00 6.00 46.0

3.  平成24年6月期の業績予想（平成23年7月1日～平成24年6月30日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

（注）当社は官公庁を顧客とする建設コンサルタント事業を主な事業内容としており、納期が官公庁の年度末に集中することから、売上高が下半期に著しく偏重
する事業特性を有しております。従いまして、上半期の業績予想が極めて困難な状況にあり、第２四半期累計期間の業績予想を公表しておりません。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) ― ― ― ― ― ― ― ― ―
通期 10,000 7.8 300 ― 280 ― 100 ― 13.06



4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

（注）詳細は、16ページ「重要な会計方針」をご覧ください。 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年6月期 7,660,000 株 22年6月期 7,660,000 株
② 期末自己株式数 23年6月期 1,532 株 22年6月期 1,532 株
③ 期中平均株式数 23年6月期 7,658,468 株 22年6月期 7,658,556 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続き
は終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績予想などの将来に関する記述は、本資料の発表日現在において当社が入手可能な情報及び合理的と判断する一定の前提に
基づいており、実際の業績は、様々な要因により異なる可能性があります。 
 業績予想の前提となる仮定については、３ページの次期の見通しをご覧ください。 
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（1）経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績 

 当事業年度におけるわが国経済は、海外経済の回復や政府の景気刺激策などを背景に、一部の業種で企業収益

の改善傾向が見られましたが、３月に発生した東北地方太平洋沖地震の国内経済に与えた影響は大きく、先行き

の情勢を見極めることが困難な状況となりました。その後のサプライチェーンの復旧により、生産活動などは回

復基調をたどってはいますが、長期化する円高や電力不足、雇用情勢の悪化などにより当面の景気停滞局面は避

けられない状況にあります。 

 また、当社が属する建設コンサルタント業界におきましても、公共事業費の縮減が続くなか、受注競争は一層

激しさを増しております。 

 当社は、このような市場環境を踏まえ、橋梁や道路といった既存のコア事業分野における計画・設計業務だけ

でなく、河川氾濫や斜面崩壊等、自然災害のリスクマネジメント業務の受注強化、縮小する事業量に呼応した大

幅な内製消化体制の構築に努めてまいりました。また、海外市場への展開につきましては、平成22年11月にベト

ナム社会主義共和国にて、当社と株式会社片平エンジニアリング・インターナショナルの共同企業体として、ベ

トナムのベンルック－ロンタイン高速道路の詳細設計業務を受注いたしました。この受注により、同国での市場

開拓の活性化、さらには他の海外プロジェクト参画に向け、大きな実績になることが期待されます。 

 更に、当社は、東北地方太平洋沖地震発生直後より災害支援本部を設置するとともに、社会資本の早期復旧に

向け、専門技術者を被災地に派遣し道路や構造物の被災状況調査を実施するなど、社会資本整備を支援する建設

コンサルタントとして、行政からの要請に全社をあげて対応してまいりました。また、４月からは当社の各事業

分野におけるハードとソフトの技術を集結し、関連情報の集発信、研究機関等との技術連携、学協会活動への参

画、技術開発、人材育成の役割を担う組織として震災復興支援室を立ち上げました。 

  

 以上のような事業経過のもと、当事業年度は、平成22年度予算における公共事業費の大幅縮減や価格競争の激

化等の影響を受け、全般的に受注が低迷しました。その結果、受注高は95億３千３百万円（前事業年度比

92.2％）に留まり、当事業年度中に完成が見込める業務量を十分に確保することができなかったことから、通期

の売上高は予想数値を下回る92億８千万円（同85.9％）となりました。利益面におきましては、縮小する市場環

境下であっても計画した利益を確保するため、内製化による外注費抑制や業務の効率化を進めてまいりました

が、急激な売上高の減少に当社の体質改善が追いつかなかったことから、営業損失が９千９百万円（前事業年度

は３億５百万円の利益）、経常損失が１億１千９百万円（同２億８千３百万円の利益）、当期純損失が２億６百

万円（同４千２百万円の利益）となりました。 

  

  

 以下、部門別に概況をご報告申し上げます。 

〔道路・橋梁部門〕 

 当部門は、受注高が65億６千４百万円（前事業年度比91.1％）、売上高は63億９千２百万円（同82.2％）とな

りました。主たる受注業務として、ベトナムのベンルック－ロンタイン高速道路詳細設計業務、名古屋環状２号

線富田地区における実施設計業務、峡北地域道路整備検討業務などがあげられます。 

〔広域整備・調査部門〕 

 当部門は、受注高が24億９百万円（前事業年度比104.7％）、売上高は22億２千９百万円（同94.0％）となり

ました。主たる受注業務として、横浜環状北西線の事業評価等準備検討業務、佐賀県玄海灘地区における海砂採

取環境影響調査、首都圏氾濫区域堤防強化対策盛土による影響検討業務、東日本大震災の被災に対応した福島県

相馬市の復興パターン概略検討業務などがあげられます。 

１．経営成績

  
前事業年度 当事業年度 

増減額 
（百万円） 

前事業 
年度比 金額 

（百万円） 
百分比 

金額 
（百万円） 

百分比 

受 注 高 10,335 － 9,533 －  △801 ％92.2

売 上 高 10,801 ％100.0 9,280 ％100.0  △1,520 ％85.9

売 上 総 利 益 2,980 ％27.6 2,534 ％27.3  △445 ％85.0

営 業 利 益 
又は営業損失（△） 

305 ％2.8 △99 －  △405 －

経 常 利 益 
又は経常損失（△） 

283 ％2.6 △119 －  △403 －

当 期 純 利 益 
又は当期純損失（△） 

42 ％0.4 △206 －  △248 －

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失（△） 

円 5.49 円 △26.95  

大日本コンサルタント(株)(9797)　平成23年６月期決算短信（非連結）

- 2 -



〔施工管理部門〕 

 当部門は、受注高が５億５千９百万円（前事業年度比67.8％）、売上高は６億５千８百万円（同101.0％）と

なりました。 

                                               (単位：百万円) 

② 次期の見通し 

 政府の平成23年度公共事業関係予算や今後の補正予算の動向等から、翌事業年度においても当社を取り巻く市

場環境の大きな改善は期待できないものと予測されます。このため、翌事業年度におきましては、経営体質の抜

本的改善によるコストダウンを実現するため、当事業年度に引き続き「品質確保」「利益確保」「労務環境の改

善」に向けた全社的な取り組みを進めてまいります。 

 その一方で、東日本大震災被災地の復旧・復興事業、さらには東海・東南海・南海地震等の巨大地震に備えた

再生可能エネルギーを活用した減災まちづくり事業、津波対策事業、防災的要素を兼ねた道路インフラの整備、

河川や港湾を含めた公共インフラの耐震対策、急傾斜地の地すべり対策といった業務への受注拡大に努めるとと

もに、これまで培ってきた橋梁の点検診断技術を生かし、工場設備の耐震診断といった民間市場への展開も進め

てまいります。 

 翌事業年度の見通しにつきましては、受注高103億円（当事業年度比108.0％）、売上高100億円（同

107.8％）、営業利益３億円（当事業年度は９千９百万円の損失）、経常利益２億８千万円（同１億１千９百万

円の損失）、当期純利益１億円（同２億６百万円の損失）を計画しております。 

 なお、当社は官公庁を顧客とする建設コンサルタント事業を主な事業内容としており、納期が官公庁の年度末

に集中することから、売上高が下半期に著しく偏重する事業特性を有しております。従いまして、上半期の業績

予想が極めて困難な状況にあり、第２四半期累計期間の業績予想を公表しておりません。 

  

（2）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

当事業年度末における資産合計は、前事業年度末と比べて11億２千６百万円減少（前事業年度は４億２千万円

増加）し、74億３千７百万円（前事業年度は85億６千３百万円）となりました。主な変動は、業務未払金や未払

法人税等の支払などによる現金及び預金の減少14億２千５百万円、完成業務未収入金の増加５千４百万円、たな

卸資産の増加２億３千８百万円、などであります。 

負債合計は、前事業年度末と比べて８億９千９百万円減少（前事業年度は４億１千３百万円増加）し、37億６

千３百万円（前事業年度は46億６千３百万円）となりました。主な変動は、業務未払金の減少１億８千６百万

円、未払法人税等の減少１億９百万円、未成業務受入金の減少３億８千万円などであります。 

部   門 期首受注残高 当期受注高 当期売上高 期末受注残高 

道 路 ・ 橋 梁 2,705 6,564  6,392 2,877

広 域 整 備 ・ 調 査 963 2,409  2,229 1,143

施 工 管 理 583 559  658 484

合   計 4,252 9,533  9,280 4,505

  

当事業年度 
（平成23年６月期実績） 

翌事業年度 
（平成24年６月期予想） 

実績値 
（百万円） 

百分比 
計画値 
（百万円） 

当事業年度比

受 注 高   9,533 ％100.0  10,300 ％108.0

  道 路 ・ 橋 梁 6,564 ％68.8  7,000 ％106.6

  広 域 整 備 ・ 調 査 2,409 ％25.3  2,650 ％110.0

  施 工 管 理 559 ％5.9  650 ％116.3

売 上 高   9,280 ％100.0  10,000 ％107.8

  道 路 ・ 橋 梁 6,392 ％68.9  6,670 ％104.3

  広 域 整 備 ・ 調 査 2,229 ％24.0  2,560 ％114.8

  施 工 管 理 658 ％7.1  770 ％117.0

売 上 総 利 益 2,534 ％27.3  2,630 ％103.8

営 業 利 益 又 は 営 業 損 失 （ △ ） △99 －  300 －

経 常 利 益 又 は 経 常 損 失 （ △ ） △119 －  280 －

当 期 純 利 益 又 は 当 期 純 損 失 （ △ ） △206 －  100 －
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純資産合計は、前事業年度末と比べて２億２千６百万円減少（前事業年度は７百万円増加）し、36億７千３百

万円（前事業年度は39億円）となりました。主な変動は、剰余金の配当４千５百万円、当期純損失２億６百万円

を計上したことにより利益剰余金が減少したことであります。 

② キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動、投資活動及び財務活動に

よる収入が支出を下回ったため、前事業年度末と比べ14億２千５百万円減少（前事業年度は４億４千４百万円増

加）し、当事業年度末の残高は、８億３千５百万円（前事業年度は22億６千万円）となりました。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は、11億７千３百万円（前事業年度は、得られた資金８億３千２百万円）とな

りました。これは主に、税引前当期純損失２億１千３百万円に、減価償却費１億２千６百万円、株式の時価下

落による投資有価証券評価損３千８百万円などの非資金費用のほか、未成業務受入金の減少額３億８千万円、

たな卸資産の増加額２億３千８百万円などによる資金の減少によるものであります。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 投資活動の結果使用した資金は、１億７百万円（前事業年度は、使用した資金１億５千９百万円）となりま

した。これは主に、コンピュータ、ソフトウェアなどの固定資産の取得による支出１億２千万円などによるも

のであります。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動の結果使用した資金は、１億４千４百万円（前事業年度は、使用した資金２億２千７百万円）とな

りました。これは主に、長期借入金の返済による支出１億１千４百万円及び配当金の支払額４千５百万円など

によるものであります。 

  

当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりであります。 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）各指標は、いずれも財務数値により計算しております。 

（注２）株式時価総額は期末株価終値×自己株式控除後期末発行済株式総数により計算しております。 

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

（注４）有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として

おります。また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しておりま

す。 

（注５）キャッシュ・フロー対有利子負債比率ならびにインタレスト・カバレッジ・レシオにつきましては、

営業キャッシュ・フローがマイナスの場合は記載しておりません。 

（3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社の利益配分に関する方針は、長期にわたる安定的な経営基盤の確保と自己資本利益率の向上に努めるととも

に、株主の皆様に対する安定的な配当の継続を基本としております。また、自己資本利益率及び純資産配当率を勘案

するなかで、将来の事業展開に資するための内部留保を確保しながら、株主の皆様への利益還元に努めてゆく所存で

あります。内部留保資金につきましては、独自性及び優位性を存分に発揮できる企業への体質転換を目指し、研究開

発などへの投資に活用し、事業拡大に努めてまいります。 

 なお、当事業年度末の配当金につきましては、本日別途発表しました「通期業績予想数値と実績値の差異及び剰余

金の配当に関するお知らせ」でお知らせしたとおり、１株につき５円を平成23年９月22日開催の第49回定時株主総会

  平成20年６月期 平成21年６月期 平成22年６月期 平成23年６月期 

自己資本比率（％）  44.5  47.8  45.5  49.4

時価ベースの自己資本比率 

（％） 
 22.2  25.4  18.6  26.7

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率（年） 
 24.5  －  1.1  －

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍） 
 1.9  －  23.4  －

大日本コンサルタント(株)(9797)　平成23年６月期決算短信（非連結）

- 4 -



に付議する予定であります。また、翌事業年度の配当につきましては、期末配当６円を予定しております。 

  

（4）事業等のリスク 

① 官公庁への依存 

 当社は、受注のほとんどを官公庁に依存しております。このため、当社の経営成績は今後の公共投資政策によ

り影響を受ける可能性があります。 

② 価格競争 

 公共事業費の減少に伴う価格競争の激化により、受注単価の下落傾向が継続した場合、当社の業績に影響を及

ぼす可能性があります。 

③ 売上の季節変動 

 当社の売上高は、官公庁への納期に対応して下半期に偏重する傾向が強く、これに伴い利益も下半期に偏重す

る傾向にあります。 

④ 成果品に対する瑕疵責任 

 当社は、品質保証システムISO9001を導入し、顧客が求める優れた成果品の提供に努めておりますが、当社の

成果品のミスが原因で重大な不具合が生じるなど瑕疵責任が発生した場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

⑤ 保有有価証券の時価下落 

 当社は、時価を有する有価証券を保有しております。これらの有価証券の時価が著しく下落した場合、当社の

業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑥ 法的規制 

 当社は、会社法、金融商品取引法、独占禁止法、下請法、労働基準法などの法的規制の適用を受けていること

から、全社をあげて法令遵守の徹底と社内教育に努めておりますが、法令に抵触するような事態が発生した場

合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、大日本コンサルタント株式会社（当社）、Nippon Engineering-

Vietnam Co., Ltd.（子会社）及びＮＥテクノ株式会社（子会社）の３社により構成されており、主な事業内容は、社

会資本整備に関するコンサルタント業務のうち、調査・計画・設計・工事監理などであります。 

 事業内容と当社及び子会社の位置付けは、次のとおりであります。 

 なお、子会社との営業取引は、主として当社が委託する構造物のＣＡＤによる図化業務、設計アドバイザリー業務、

発注者支援補助業務であります。 

 以上の当社グループについて図示すると次のとおりであります。 

   

２．企業集団の状況

区分 主要部門 主要な会社 

社会資本整備に関するコンサルタント業務 

道路・橋梁 

大日本コンサルタント株式会社 

Nippon Engineering-Vietnam Co., Ltd. 

ＮＥテクノ株式会社 

施工管理 
大日本コンサルタント株式会社 

ＮＥテクノ株式会社 

広域整備・調査 大日本コンサルタント株式会社 
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（1）会社の経営の基本方針 

 当社は、国民生活と密接に関連する社会資本整備を支援するコンサルタント企業であり、当社の社会的使命は、コ

ストパフォーマンスの高い社会資本整備と事業の円滑な執行に寄与することにあります。また、経営の基本方針は、

プロフェッショナルサービスの提供を通じた社会資本の整備と維持により、価値ある公共資産を次世代に引き継ぐこ

と、更に、企業倫理に基づいて社会的使命を果たし、顧客満足の向上を以て企業価値を高めることであります。 

  

（2）目標とする経営指標 

 当社は、継続的な成長と経営基盤の強化という視点に立ち、売上高営業利益率５％以上の実現を中期的な経営指標

として掲げております。 

  

（3）中長期的な会社の経営戦略 

 当社の中期的な経営指標である売上高営業利益率５％以上の実現に向け、平成23年６月期を初年度とする３ヵ年の

第９次中期経営計画を策定しております。その基本目標は、次に掲げる３つのビジョンにあります。 

① 信頼される企業 （質の高いサービスを提供する企業・社会的責任を果す企業） 

・質の高いサービスを提供し、発注者はもとより、エンド・ユーザである住民や利用者などにとっても満足度の

高い会社を目指す。 

・コーポレート・ガバナンスを充実させ、マネジメント体制、内部統制システム、コンプライアンス体制を確立

した会社を目指す。 

② 活力と魅力がある企業 （働いている社員が活力と魅力を感じる企業） 

・業務の内製化を促進し、設計プロセスの大部分を社内で手掛けることで、時として忙しいが、社員が「やりが

い」「満足感」「達成感」を持てる会社を目指す。 

・業務の効率化を促進し、ゆとりある労働環境でも所定の利益を生み出せる生産システムを確立した会社を目指

す。  

③ 確実性のある企業 （ステークホルダーから支持される企業） 

・中期経営計画を確実に達成し、ステークホルダーとの確かな信頼関係を築くとともに、支持され喜んでいただ

ける会社を目指す。 

  

（4）会社の対処すべき課題 

 公共事業関係費の縮減が続いておりますが、一方で安心・安全な国土の形成、既存ストックの有効活用、環境の保

全と創出など、社会資本整備に対するニーズは増大し、その内容は高度化・多様化・総合化しております。当社は、

これらのニーズに的確かつ効率的に応えて、経営理念としている「美しく魅力ある国土の建設と保全」と「安全で快

適な住まい環境の創出」に貢献するとともに、事業の着実な発展のため、第９次中期経営計画において、次の課題に

取り組んでまいります。 

「受注活動の強化」 

 当社が核としている既存事業分野の強化はもとより、周辺事業分野への領域拡大と新規事業分野への挑戦を進めま

す。 

「内製化体制の確立」 

 内製化を促進することによって、先行き不透明な業務量に柔軟に対応するとともに、技術の空洞化防止と伝承に努

めます。 

「確実な利益の確保」 

 業務の予算管理徹底、組織のマネジメント強化によって、安定した利益を確保できる体質に転換させます。 

「各事業分野の自立と躍進」 

 当社の主力である構造分野だけではなく、他の事業分野の収益改善と自立によって、市場環境の変化に対応出来る

体制を構築します。 

３．経営方針
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年６月30日) 

当事業年度 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,260,586 835,205

受取手形 － 2,670

完成業務未収入金 449,216 504,207

たな卸資産 ※1  804,941 ※1  1,043,418

前払費用 62,141 58,704

未収還付法人税等 － 4,375

繰延税金資産 143,298 167,063

その他 15,607 12,199

貸倒引当金 △898 △1,013

流動資産合計 3,734,893 2,626,830

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,130,038 2,146,369

減価償却累計額 △1,436,285 △1,479,862

建物（純額） ※2  693,752 ※2  666,506

構築物 71,018 72,422

減価償却累計額 △66,598 △67,420

構築物（純額） 4,420 5,002

車両運搬具 12,168 9,850

減価償却累計額 △11,194 △9,234

車両運搬具（純額） 973 615

工具、器具及び備品 678,193 596,607

減価償却累計額 △558,060 △497,928

工具、器具及び備品（純額） 120,132 98,679

土地 ※2  3,096,844 ※2  3,096,844

有形固定資産合計 3,916,124 3,867,648

無形固定資産   

ソフトウエア 54,643 62,779

ソフトウエア仮勘定 － 7,184

電話加入権 18,513 18,431

無形固定資産合計 73,156 88,396

投資その他の資産   

投資有価証券 219,906 226,186

関係会社株式 20,000 20,000

関係会社出資金 37,238 37,238

長期前払費用 4,003 4,848

繰延税金資産 300,130 314,773

敷金及び保証金 258,464 251,562

その他 35,014 33,355

貸倒引当金 △35,004 △33,345

投資その他の資産合計 839,752 854,618

固定資産合計 4,829,033 4,810,663

資産合計 8,563,926 7,437,493
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年６月30日) 

当事業年度 
(平成23年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

業務未払金 555,914 369,332

短期借入金 － 50,000

1年内返済予定の長期借入金 ※2  114,030 ※2  114,030

未払金 696,886 ※3  609,108

未払費用 286,272 167,580

未払法人税等 154,543 45,398

未払消費税等 240,143 190,720

未成業務受入金 1,013,952 632,969

預り金 30,832 30,812

受注損失引当金 29,000 12,800

資産除去債務 － 4,500

その他 － 40

流動負債合計 3,121,575 2,227,292

固定負債   

長期借入金 ※2  814,030 ※2  700,000

退職給付引当金 655,246 745,277

役員退職慰労引当金 72,388 －

資産除去債務 － 38,500

長期預り保証金 35 －

その他 － ※3  52,749

固定負債合計 1,541,699 1,536,526

負債合計 4,663,274 3,763,819

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,399,000 1,399,000

資本剰余金   

資本準備金 518,460 518,460

その他資本剰余金 1,000,000 1,000,000

資本剰余金合計 1,518,460 1,518,460

利益剰余金   

その他利益剰余金   

配当平均積立金 225,000 －

固定資産圧縮積立金 2,201 2,201

別途積立金 750,000 750,000

繰越利益剰余金 44,980 17,638

利益剰余金合計 1,022,182 769,840

自己株式 △439 △439

株主資本合計 3,939,202 3,686,860

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △38,550 △13,186

評価・換算差額等合計 △38,550 △13,186

純資産合計 3,900,652 3,673,674

負債純資産合計 8,563,926 7,437,493
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 10,801,214 9,280,680

売上原価 7,820,630 6,745,881

売上総利益 2,980,583 2,534,799

販売費及び一般管理費   

取引関連費 ※1  445,315 ※1  438,381

役員報酬 88,074 92,938

従業員給料及び手当 1,095,414 1,072,615

従業員賞与 108,757 87,954

退職給付費用 61,067 63,944

役員退職慰労引当金繰入額 18,703 3,565

法定福利費 161,168 152,449

通信交通費 150,401 138,326

租税公課 44,776 41,671

減価償却費 22,929 32,090

賃借料 151,855 150,872

研究開発費 ※2  33,413 ※2  33,108

その他 292,895 326,873

販売費及び一般管理費合計 2,674,773 2,634,791

営業利益又は営業損失（△） 305,809 △99,992

営業外収益   

受取利息 377 112

受取配当金 ※3  8,408 5,476

受取賃貸料 1,644 ※3  2,832

受取事務手数料 4,071 ※3  5,532

雑収入 2,919 4,328

営業外収益合計 17,422 18,282

営業外費用   

支払利息 35,313 34,079

社債利息 71 －

為替差損 4,261 4,039

雑支出 539 149

営業外費用合計 40,186 38,268

経常利益又は経常損失（△） 283,045 △119,978

特別利益   

固定資産売却益 ※4  134 ※4  281

貸倒引当金戻入額 1,151 1,317

償却債権取立益 420 －

特別利益合計 1,706 1,599

大日本コンサルタント(株)(9797)　平成23年６月期決算短信（非連結）

- 9 -



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

特別損失   

固定資産売却損 ※5  118 －

固定資産除却損 ※6  7,364 ※5  2,764

投資有価証券評価損 53,478 38,268

事務所移転費用 ※7  21,283 ※6  6,464

災害による損失 － ※7  17,241

賃貸借契約解約損 1,971 －

リース解約損 1,236 411

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 30,444

過年度従業員給与手当精算損 ※8  32,575 －

特別損失合計 118,028 95,593

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 166,723 △213,973

法人税、住民税及び事業税 160,523 48,807

法人税等調整額 △35,816 △56,389

法人税等合計 124,706 △7,582

当期純利益又は当期純損失（△） 42,017 △206,391
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 （脚注） 

【売上原価明細書】

    
前事業年度 

（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 労務費    3,606,053  46.1  3,287,384  48.7

Ⅱ 外注費    3,083,783  39.4  2,518,086  37.3

Ⅲ 経費    1,130,794  14.5  940,411  14.0

合計    7,820,630  100.0  6,745,881  100.0

前事業年度 
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日） 

原価計算の方法は、個別原価計算によっております。 同左 
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,399,000 1,399,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,399,000 1,399,000

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 518,460 518,460

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 518,460 518,460

その他資本剰余金   

前期末残高 1,000,000 1,000,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,000,000 1,000,000

資本剰余金合計   

前期末残高 1,518,460 1,518,460

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,518,460 1,518,460

利益剰余金   

その他利益剰余金   

配当平均積立金   

前期末残高 225,000 225,000

当期変動額   

配当平均積立金の取崩 － △225,000

当期変動額合計 － △225,000

当期末残高 225,000 －

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 2,201 2,201

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,201 2,201

別途積立金   

前期末残高 750,000 750,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 750,000 750,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 41,256 44,980

当期変動額   

剰余金の配当 △38,292 △45,950

配当平均積立金の取崩 － 225,000

当期純利益又は当期純損失（△） 42,017 △206,391

当期変動額合計 3,724 △27,341

当期末残高 44,980 17,638
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

利益剰余金合計   

前期末残高 1,018,457 1,022,182

当期変動額   

剰余金の配当 △38,292 △45,950

当期純利益又は当期純損失（△） 42,017 △206,391

当期変動額合計 3,724 △252,341

当期末残高 1,022,182 769,840

自己株式   

前期末残高 △417 △439

当期変動額   

自己株式の取得 △22 －

当期変動額合計 △22 －

当期末残高 △439 △439

株主資本合計   

前期末残高 3,935,500 3,939,202

当期変動額   

剰余金の配当 △38,292 △45,950

当期純利益又は当期純損失（△） 42,017 △206,391

自己株式の取得 △22 －

当期変動額合計 3,701 △252,341

当期末残高 3,939,202 3,686,860

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △42,652 △38,550

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,102 25,364

当期変動額合計 4,102 25,364

当期末残高 △38,550 △13,186

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △42,652 △38,550

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,102 25,364

当期変動額合計 4,102 25,364

当期末残高 △38,550 △13,186

純資産合計   

前期末残高 3,892,848 3,900,652

当期変動額   

剰余金の配当 △38,292 △45,950

当期純利益又は当期純損失（△） 42,017 △206,391

自己株式の取得 △22 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,102 25,364

当期変動額合計 7,803 △226,977

当期末残高 3,900,652 3,673,674
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 166,723 △213,973

減価償却費 128,489 126,741

無形固定資産償却費 27,610 28,788

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 30,444

退職給付引当金の増減額（△は減少） 44,552 90,030

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △31,406 △72,388

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,151 △1,543

受注損失引当金の増減額（△は減少） 10,300 △16,200

受取利息及び受取配当金 △8,786 △5,588

支払利息及び社債利息 35,385 34,079

投資有価証券評価損益（△は益） 53,478 38,268

固定資産売却損益（△は益） △16 △281

固定資産除却損 7,364 2,764

売上債権の増減額（△は増加） △88,555 △57,661

たな卸資産の増減額（△は増加） 105,087 △238,477

仕入債務の増減額（△は減少） 178,491 △186,582

未払金の増減額（△は減少） 80,710 △82,380

未払費用の増減額（△は減少） 64,587 △118,278

未成業務受入金の増減額（△は減少） 39,762 △380,982

その他 74,659 11,109

小計 887,287 △1,012,110

法人税等の支払額 △55,228 △161,093

営業活動によるキャッシュ・フロー 832,058 △1,173,204

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △83,457 △74,851

有形固定資産の売却による収入 279 365

無形固定資産の取得による支出 △20,906 △45,496

無形固定資産の売却による収入 36 －

投資有価証券の取得による支出 △27,346 △1,201

関係会社株式の取得による支出 △20,000 －

貸付けによる支出 △1,260 －

貸付金の回収による収入 1,004 256

利息及び配当金の受取額 8,716 7,182

その他 △16,117 6,484

投資活動によるキャッシュ・フロー △159,051 △107,260

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 2,350,000 2,830,000

短期借入金の返済による支出 △2,350,000 △2,780,000

長期借入金の返済による支出 △134,030 △114,030

社債の償還による支出 △20,000 －

自己株式の取得による支出 △22 －

利息の支払額 △35,605 △34,573

配当金の支払額 △38,091 △45,714

財務活動によるキャッシュ・フロー △227,749 △144,318

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,028 △599

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 444,228 △1,425,381

現金及び現金同等物の期首残高 1,816,358 2,260,586

現金及び現金同等物の期末残高 ※  2,260,586 ※  835,205
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前事業年度（自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成22年７月１日 至 平成23年６月30日） 

該当事項はありません。 

  

（5）継続企業の前提に関する注記
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（6）重要な会計方針

項目 
前事業年度 

（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日） 

 １．有価証券の評価基準及

び評価方法 

(1)子会社株式  

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

(1)子会社株式 

同左 

  (2)その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

(2)その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1)未成業務支出金 

個別法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定） 

(1)未成業務支出金 

同左 

  (2)貯蔵品 

先入先出法による原価法 

(2)貯蔵品 

同左 

３．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

時価法 同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）につい

ては定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

(1)有形固定資産（リース資産を除く） 

 同左 

  建物 ３～50年

工具、器具及び備品 ２～20年

  

  (2)少額減価償却資産 

取得価額が10万円以上20万円未満の

資産については、３年間で均等償却す

る方法を採用しております。 

(2)少額減価償却資産 

同左 

  (3)無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

自社利用のソフトウエアについて

は、社内における見込利用可能期間

（５年）による定額法を採用してお

ります。 

(3)無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  (4)長期前払費用 

均等償却 

(4)長期前払費用 

同左 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

同左 

６．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日） 

  (2)受注損失引当金 

 受注業務に係る将来の損失に備える

ため、当事業年度末における手持業務

のうち損失の発生が見込まれ、かつ、

その金額を合理的に見積もることがで

きる場合、損失見込額を計上しており

ます。 

(2)受注損失引当金 

同左 

  (3)退職給付引当金 

 従業員及び執行役員の退職金の支給

に備えるため設定しております。従業

員部分については、従業員の退職給付

に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

 なお、当事業年度に発生した過去勤

務債務については、当事業年度におい

て全額償却しております。 

 また、数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 

 執行役員部分については、執行役員

の退職慰労金の支給に備えるため、内

規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。 

（会計方針の変更） 

 当事業年度より、「「退職給付に係

る会計基準」の一部改正（その３）」

（企業会計基準第19号 平成20年７月

31日）を適用しております。 

数理計算上の差異を翌事業年度から

償却するため、これによる損益に与え

る影響はありません。 

また、本会計基準の適用に伴い発生

する退職給付債務の差額の未処理残高

は246,685千円であります。  

（追加情報） 

 当社は、平成22年４月１日付で、税

制適格年金制度を確定給付企業年金法

に基づく規約型確定給付企業年金制度

へ移行しております。この移行に伴う

会計処理については、「退職給付制度

間の移行等に関する会計処理」（企業

会計基準適用指針第１号）を適用して

おります。 

 なお、当該移行に伴う損益に与える

影響は軽微であります。  

(3)退職給付引当金 

 従業員及び執行役員の退職金の支給

に備えるため設定しております。従業

員部分については、従業員の退職給付

に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 

 また、執行役員部分については、執

行役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 
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項目 
前事業年度 

（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日） 

  (4)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

  

(4)役員退職慰労引当金 

────────  

  

  

  （追加情報）  

   当社は平成22年９月17日開催の定時

株主総会において、本総会終結の日を

以て役員退職慰労金制度を廃止し、制

度廃止日までの在任期間を対象とする

退職慰労金を打切り支給すること、な

らびに打切り支給の時期については各

取締役及び各監査役の退任時とするこ

とが承認可決されました。これに伴

い、制度廃止日までに繰入計上してい

た役員退職慰労引当金75,953千円は、

「未払金」及び「長期未払金」に振り

替え、「長期未払金」は固定負債の

「その他」に含めて表示しておりま

す。  

  

７．売上高の計上基準 完成基準によっております。 同左 

８．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引については特例処

理の要件を充たしており、当該処理方

法を採用しております。 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ取引 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ヘッジ対象 

長期借入金 

  

  (3)ヘッジ方針 

現在または将来において、相場変動

等による損失の可能性がある資産・負

債が存在する場合に限り、相場変動等

によるリスクをヘッジする目的でデリ

バティブ取引を利用する方針であり、

短期的な売買差益の獲得や投機を目的

とするデリバティブ取引は一切行わな

い方針であります。 

(3)ヘッジ方針 

同左 

  (4)ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理の要件を充たしている金利

スワップ取引については、有効性の評

価を省略しております。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

９．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。 

同左 

10．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜き方式を

採用しております。 

消費税等の会計処理 

同左 
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（7）会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日） 

────── 資産除去債務に関する会計基準の適用 

   当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基  

  準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び 

  「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業

  会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用 

  しております。 

   これにより、営業損失、経常損失はそれぞれ4,079千

  円、税引前当期純損失は34,523千円増加しておりま 

  す。  

  

（8）表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日） 

────── （損益計算書） 

   前事業年度まで販売費及び一般管理費の「その他」に 

  含めて表示しておりました「少額減価償却資産償却費及

  びソフトウエア償却費」については、勘定科目の明瞭性

  の観点から、当事業年度より「減価償却費」に含めて表

  示しております。なお、前事業年度の販売費及び一般管

  理費の「その他」に含まれる「少額減価償却資産償却 

  費及びソフトウエア償却費」は3,559千円でありま 

  す。  
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（9）財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成22年６月30日） 

当事業年度 
（平成23年６月30日） 

※１ たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。 

  

 未成業務支出金  803,969 千円 

 貯蔵品  972 千円 

 合計 804,941 千円 

※１ たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。 

  

 未成業務支出金  1,042,722 千円 

 貯蔵品  696 千円 

 合計 1,043,418 千円 

※２ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。 

担保提供資産  金額（千円） 

建物  444,072

土地    2,144,562

合計  2,588,635

※２ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。 

担保提供資産  金額（千円） 

建物  423,475

土地    2,144,562

合計  2,568,037

   

対応債務  金額（千円） 

１年内返済予定
の長期借入金 

 100,000

長期借入金    800,000

合計  900,000

   

対応債務  金額（千円） 

１年内返済予定
の長期借入金 

 100,000

長期借入金    700,000

合計  800,000

  

  

         

         

        

※３ 取締役及び監査役に対する金銭債務 

 上記の取締役及び監査役に対する金銭債務は、役員

退職慰労金未支給額であります。 

  

 短期金銭債務  36,712 千円 

 長期金銭債務  39,241 千円 

 合計 75,953 千円 
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（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日） 

プロポーザル方式などの発注に対する受注活動に伴

い発生した費用であります。 

※１ 取引関連費 

プロポーザル方式などの発注に対する受注活動に伴

い発生した費用であります。 

※１ 取引関連費 

※２ 研究開発費の総額 千円33,413 ※２ 研究開発費の総額 千円33,108

※３ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

※３ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

関係会社からの受取配当金 千円2,012  関係会社からの受取賃貸料 千円1,560

 関係会社からの受取事務手数料 千円2,057

※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

内容 金額（千円） 

車両運搬具  134

合計  134

内容 金額（千円） 

車両運搬具  240

工具、器具及び備品  40

合計  281

※５ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。   

内容 金額（千円） 

工具、器具及び備品  81

電話加入権  36

合計  118

  

※６ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

内容 金額（千円） 

建物  128

工具、器具及び備品  7,235

合計  7,364

内容 金額（千円） 

建物  7

工具、器具及び備品  2,312

電話加入権  81

固定資産処分費用  363

合計  2,764

※７ 事務所移転費用の内訳は次のとおりであります。 

 東北支社の事務所移転等に伴い、発生した費用であ

ります。 

内容 金額（千円） 

事務所移設費用  15,101

原状回復費用  4,000

固定資産除却損   2,181

合計  21,283

※６ 事務所移転費用の内訳は次のとおりであります。 

 九州支社の事務所移転等に伴い、発生した費用であ

ります。 

内容 金額（千円） 

事務所移設費用  3,900

固定資産除却損   2,564

合計  6,464

※８ 過年度従業員給与手当精算損 

労働基準監督署からの是正勧告を受け、当事業年度

末において改めて前事業年度の勤怠時間履歴の再確認

を従業員に対して実施し、超過勤務と認められる時間

を確定して給与手当を精算する方針としたことに伴い

発生した費用であります 
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 前事業年度（自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) 当事業年度の自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

２．配当に関する事項 

 (１)配当金支払額 

 (２)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

前事業年度 
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日） 

  

  ※７ 災害による損失は平成23年３月に発生した東日本大

  震災による損失を計上しており、その主な内容は下記

  の通りであります。 

  

内容 金額（千円） 

たな卸資産評価損  3,829

固定資産除却損   2,032

撤去費用・修繕費   9,646

その他   1,733

合計  17,241

（株主資本等変動計算書関係）

  

前事業年度末 

株式数 

(株) 

当事業年度 

増加株式数 

(株) 

当事業年度 

減少株式数 

(株) 

当事業年度末 

株式数 

(株) 

発行済株式                     

 普通株式   7,660,000  －  －  7,660,000

合計  7,660,000  －  －  7,660,000

自己株式                     

 普通株式 (注)   1,435  97  －  1,532

合計  1,435  97  －  1,532

（決議） 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

 平成21年９月18日 

 定時株主総会 
普通株式   千円 38,292  円 5 平成21年６月30日  平成21年９月24日 

（決議） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

 平成22年９月17日 

 定時株主総会 
普通株式   千円 45,950 利益剰余金    円 6 平成22年６月30日  平成22年９月21日 
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 当事業年度（自 平成22年７月１日 至 平成23年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

 (１)配当金支払額 

 (２)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  

前事業年度末 

株式数 

(株) 

当事業年度 

増加株式数 

(株) 

当事業年度 

減少株式数 

(株) 

当事業年度末 

株式数 

(株) 

発行済株式                     

 普通株式   7,660,000  －  －  7,660,000

合計  7,660,000  －  －  7,660,000

自己株式                     

 普通株式   1,532  －  －  1,532

合計  1,532  －  －  1,532

（決議） 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

 平成22年９月17日 

 定時株主総会 
普通株式   千円 45,950  円 6 平成22年６月30日  平成22年９月21日 

（決議予定） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

 平成23年９月22日 

 定時株主総会 
普通株式   千円 38,292 利益剰余金    円 5 平成23年６月30日  平成23年９月26日 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成22年６月30日現在） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成23年６月30日現在） 

  （千円） 

現金及び預金勘定  2,260,586

現金及び現金同等物  2,260,586

  （千円） 

現金及び預金勘定  835,205

現金及び現金同等物  835,205

大日本コンサルタント(株)(9797)　平成23年６月期決算短信（非連結）

- 23 -



１．採用している退職給付制度の概要 

２．退職給付債務に関する事項 

 （注）１．執行役員の退職慰労金期末要支給額（前事業年度 25,481千円、当事業年度 32,693千円）については、

「(1)退職給付債務」に含めて記載しております。 

 ２．退職給付引当金は、貸借対照表の表示上、前払年金費用をネットした金額で表示しております。 

３．退職給付費用に関する事項 

 （注）１. 執行役員の退職慰労金に係る退職給付引当金繰入額（前事業年度 12,930千円、当事業年度 11,622千円）に

ついては、「(1)勤務費用」に含めて記載しております。 

 ２. 出向者に対する当社負担額については、「(1)勤務費用」に含めて記載しております。 

（退職給付関係）

前事業年度 
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日） 

当社は、従来より確定給付型の制度として、適格退職年

金制度及び退職一時金制度を設けておりましたが、平成22

年４月１日より適格退職年金制度から確定給付企業年金制

度に移行しております。 

当社は、確定給付型の制度として確定給付企業年金制度

及び退職一時金制度を併用しております。 

  
前事業年度 

（平成22年６月30日） 
当事業年度 

（平成23年６月30日） 

  （千円） （千円） 

(1) 退職給付債務 （注）１  △2,983,413  △3,124,658

(2) 年金資産  1,922,148  2,053,709

(3) 未積立退職給付債務 

((1)＋(2)) 
 △1,061,265  △1,070,949

(4) 未認識数理計算上の差異  406,019  325,672

(5) 貸借対照表計上額純額 

((3)＋(4)) 
 △655,246  △745,277

(6) 前払年金費用 （注）２  95,522  45,901

(7) 退職給付引当金 （注）２ 

((5)－(6)) 
 △750,768  △791,178

      

  
前事業年度 

（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日） 

  （千円）   （千円）   

(1) 勤務費用 （注）１,２  164,869  174,292

(2) 利息費用  54,779  38,453

(3) 期待運用収益  △38,887  △38,442

(4) 過去勤務債務の費用処理額  △6,315  －

(5) 数理計算上の差異の費用処理額  42,261  56,127

(6) 退職給付費用 

 ((1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)) 
 216,708  230,429
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

    
前事業年度 

（平成22年６月30日） 
当事業年度 

（平成23年６月30日） 

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(2) 割引率   1.30％ 1.30％  

(3) 期待運用収益率  ％ 2.00 ％  2.00

(4) 過去勤務債務の額の処理年数  発生時に一括費用処理 － 

(5) 数理計算上の差異の処理年数  従業員の平均残存勤務期間以

内の10年による定額法により、

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

同左 
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前事業年度（自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成22年７月１日 至 平成23年６月30日） 

該当事項はありません。 

  

（税効果会計関係）

前事業年度 
（平成22年６月30日） 

当事業年度 
（平成23年６月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 （千円） 

未払費用（売上原価）  79,184

未払費用（未払給与等）  25,826

未払事業税等  16,174

受注損失引当金  11,716

退職給付引当金  264,719

役員退職慰労引当金  29,244

有形固定資産償却限度超過額  1,496

貸倒引当金  14,484

その他有価証券評価差額金  26,131

その他  11,246

繰延税金資産小計  480,225

評価性引当額  △35,304

繰延税金資産合計  444,920

繰延税金負債   

固定資産圧縮積立金  △1,492

繰延税金負債合計  △1,492

繰延税金資産の純額  443,428

  

繰延税金資産 （千円） 

未払費用（売上原価）  62,620

未払事業税等  7,779

受注損失引当金  5,171

繰越欠損金等  71,660

退職給付引当金  301,091

未払役員退職慰労金  30,685

有形固定資産償却限度超過額  1,343

貸倒引当金  13,859

投資有価証券評価損  15,460

その他有価証券評価差額金  8,619

資産除去債務  17,372

その他  12,123

繰延税金資産小計  547,786

評価性引当額  △61,032

繰延税金資産合計  486,753

繰延税金負債   

固定資産圧縮積立金  △1,492

有形固定資産 

（資産除去債務対応分） 

 △3,424

繰延税金負債合計  △4,917

繰延税金資産の純額  481,836

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳   

  （％）

法定実効税率  40.4

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目  3.3

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 
 △0.7

住民税均等割  30.8

過年度法人税等戻入額  △0.4

評価性引当額  2.8

所得税額控除   △0.3

試験研究費の特別税額控除   △1.6

その他  0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率  74.8

  

   当事業年度については、税引前当期純損失を計上し

  ているため、記載を省略しております。  

  
  

（持分法損益等）
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当事業年度（自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日） 

１．報告セグメントの概要 

 当社の事業セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

 当社は社会資本整備に関するコンサルタント業務のうち調査・計画・設計・工事監理等を展開するため

に地域別に設置した支社を事業セグメントとし、又、支社に対し支援的な役割を担う本社機構を「その

他」事業セグメントとして設定しております。 

 ただし、当社の報告セグメントについては、「その他」事業セグメントについては各支社が受注した業

務の一部を再受託又は支援する附随的なものであり、その売上高及び利益又は損失の金額はいずれも重要

性が乏しいことから、各支社毎に設定した事業セグメントに関連金額を含めて報告しております。又、各

支社毎に設定した事業セグメントについてはその事業内容等の経済的特徴が類似していることから１つの

事業セグメント（「建設コンサルタント」事業セグメント）に集約しております。 

 当社においては上記の結果、一つに集約された「建設コンサルタント」事業セグメントを単一の報告セ

グメントとしております。   

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

  報告セグメントが１つのため記載を省略しております。   

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

  報告セグメントが１つのため記載を省略しております。  

  

４．報告セグメント合計額と財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項） 

  該当事項はありません。 

  

当事業年度（自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 当社は、建設コンサルタント事業の単一の報告セグメントであるため、記載を省略しております。  

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

  本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

  

(2）有形固定資産 

  本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

  

  

当事業年度（自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日） 

 該当事項はありません。 

  

  

当事業年度（自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日） 

 該当事項はありません。 

  

  

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

ｂ．関連情報

 顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

 国土交通省  千円 4,433,628 建設コンサルタント事業 

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
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当事業年度（自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日） 

 該当事項はありません。 

  

  （追加情報） 

 当事業年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）

及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」 （企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月

21日）を適用しております。  

  

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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（注）１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額（△）の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

リース取引、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、資産除去債務、賃貸等不動産に関する注記事項について

は、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

なお、関連当事者情報、ストック・オプション等、企業結合等に関する注記事項については、該当事項はありませ

ん。  

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日） 

１株当たり純資産額 円 銭509 32

１株当たり当期純利益金額 円 銭5 49

１株当たり純資産額 円 銭479 69

１株当たり当期純損失金額 △ 円 銭26 95

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純損失金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前事業年度 

（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日） 

当期純利益又は当期純損失（△）  （千円）   42,017  △206,391

普通株主に帰属しない金額     （千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益 

又は当期純損失（△）       （千円） 
 42,017  △206,391

期中平均株式数          （千株）  7,658  7,658

（重要な後発事象）

前事業年度 
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 

（開示の省略）
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（1）役員の異動（平成23年９月22日付予定）  

① 新任取締役候補 

② 昇任取締役候補 

③ 退任予定取締役 

④ 新任監査役候補 

※吉田 勝氏は、会社法第２条第16号に規定する社外監査役の候補者であります。 

⑤ 退任予定監査役 

⑥ 新任予定執行役員 

⑦ 昇任予定執行役員 

⑧ 退任予定執行役員 

  

５．その他

氏名 新役職名 現役職名 

新井 伸博 
取締役 事業戦略（関東地域）担当 
兼 執行役員 東京支社長 

常務執行役員 東京支社長 

折原 久治 
取締役 市場戦略担当 兼 事業開拓担当 
兼 執行役員 事業推進統括部長 

常務執行役員 事業推進統括部長 

氏名 新役職名 現役職名 

高久  晃 
常務取締役 技術総括担当 兼 海外事業
担当 

取締役 業務管理担当 兼 海外事業担当 
兼 執行役員 業務統括部長 

氏名 現役職名 

船木 健治 取締役会長 

加藤  武 
常務取締役 市場戦略担当 兼 事業戦略（九州地域）担当 
兼 執行役員 

大橋 治一 
取締役 技術総括担当 
兼 執行役員 技術統括部長 

古田 寛志 
取締役 事業戦略（関東地域）担当 
兼 執行役員 

氏名 新役職名 現役職名 

吉田  勝 監査役（非常勤） 
ブルドックソース株式会社 監査役 
株式会社日刊スポーツ新聞社 監査役 

氏名 現役職名 

橋本 和巳 監査役（非常勤） 

氏名 新役職名 現役職名 

梅基 英明 執行役員 北陸支社長 北陸支社長 

井藤 晋介 執行役員 業務統括部総務部長 業務統括部総務部長 

高城 信彦 執行役員 海外事業部長 海外事業部長 

氏名 新役職名 現役職名 

古味 敏行 常務執行役員 大阪支社長 執行役員 大阪支社長 

田畠 謙一 常務執行役員 中部支社長 執行役員 中部支社長 

氏名 現役職名 

小渕 凡夫 常務執行役員 技術統括部ＣＭ技術担当部長 
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（2）受注及び販売の状況 

① 受注高 

② 受注残高 

③ 販売実績 

  
  

部門 

前事業年度 
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日） 

金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 

道路・橋梁  7,207,733  69.7  6,564,874  68.8

広域整備・調査  2,302,491  22.3  2,409,763  25.3

施工管理  824,791  8.0  559,105  5.9

合計  10,335,016  100.0  9,533,743  100.0

部門 

前事業年度 
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日） 

金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 

道路・橋梁  2,705,688  63.6  2,877,901  63.8

広域整備・調査  963,238  22.7  1,143,119  25.4

施工管理  583,443  13.7  484,413  10.8

合計  4,252,370  100.0  4,505,433  100.0

部門 

前事業年度 
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日） 

金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 

道路・橋梁  7,778,164  72.0  6,392,661  68.9

広域整備・調査  2,371,585  22.0  2,229,883  24.0

施工管理  651,464  6.0  658,136  7.1

合計  10,801,214  100.0  9,280,680  100.0
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